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１．提案書作成にあたり
(1)提出物一覧

• 提案書類一式（以下①～⑨）を日本語で作成してください
# 様式・書類名 提出区分 １．ファイル形式、２．ファイル名 特記事項

1 （様式１）
応募申請書

必須 1. PDF形式
2. 「代表団体名_（様式１）応募申請書」

指定の様式にて提出すること 

2 （様式２）
提案書

必須 1. PDF形式
2. 「代表団体名_（様式２）提案書」

3 （様式２・別紙
１）提案書概要

必須 1. PDF形式
2. 「代表団体名_（様式２・別紙１）提案書概要」

4 （様式２・別紙
２）支出計画書

必須 1. Excel形式
2. 「代表団体名_（様式２・別紙２）支出計画書」

5 会社・団体概要 必須（代表団
体・参加団体
分）

1. PDF形式を想定するが、任意の形式可
2. 代表団体分「代表団体名_会社・団体概要」

参加団体分「代表団体名（参加団体名）_会
社・団体概要」

会社・団体の紹介カタログや定款等、申請者の行う事業の概要が分かる資料 

6 直近３年度分の財
務諸表

必須（代表団
体・参加団体
分）

1. PDF形式を想定するが、任意の形式可
2. 代表団体分「代表団体名_会社・団体概要」

参加団体分「代表団体名（参加団体名）_会
社・団体概要」

• 設立が３年以内の団体は、設立年度以降分を提出すること
• 地方公共団体の場合は提出不要
• 財務諸表自体の用意が困難な場合、代わりになる資料を提出すること
例：株式会社の場合、「履歴事項全部証明書」あるいは「設立時の貸借対照表」を提出

非営利組織の場合、「設立時の貸借対照表」を提出するか、用意がない場合はその旨を申請
書へ記載

7 （様式３）
従業員への賃金引
上げ計画の表明書

任意（該当する
代表団体のみ）

1. PDF形式
2. 「代表団体名_（様式３）従業員への賃金引上

げ計画の表明書」

• 賃上げ表明に伴う加点を受けたい場合には「従業員への賃金引上げ計画の表明書」に必要事項を
記載し提出すること 

• 中小企業については、直近の法人税申告書も提出すること 

8 ワーク・ライフ・バラン
ス等推進企業

任意（該当する
代表団体のみ）

1. PDF形式
2. 「代表団体名_ワーク・ライフ・バランス等推進企業」

公募要領に記載の各項目のうち、該当するものの認定証の写し（女性の活躍推進データベース・両立
支援のひろばでの公表の場合は、データベースの該当ページを印刷したPDF）を提出すること

９ 安全性の根拠資料 任意（該当する
場合のみ）

1. PDF形式を想定するが、任意の形式可
2. 「代表団体名_安全性の根拠資料」

提案書様式2-2-3「相談・リスク対応体制」で、侵襲性が高い、と回答した場合、根拠資料を提出する
こと
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１．提案書作成にあたり
(2)留意事項

• 様式２の作成形式は雛型の通りとしてください。別の形式での作成や、設定項目に従わないものは
認められませんのでご注意ください。

• 青字の説明・例示部分は削除の上、提出して下さい。
• フォントは原則MSゴシック、11ポイント以上としますが、図表中の文字等についてはこれに限りませ
ん。

• 枚数に制限は設けておりませんが、各項目において指示、文字数目安に従い、要点を簡潔に記載
してください。図表や出典情報は文字数にはカウントしませんが、図表の中で、長文で説明を記載す
ることは避けてください。

• 各項目は、必要に応じて記入枠の大きさの調整や行の追加を行ってください。
• データ等を引用する場合は、出典を明記してください。引用出典に関する文字数は、字数制限にカ
ウント不要です。

• 下記の留意点をご確認の上ご作成ください。
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２．提案書作成
(1)補助事業概要

• チェックボックスはクリックすると☒になります。OS等の問
題でチェックボックスが機能しない場合は、☒や 等の記
号を手入力してください。

• 必ず主なテーマ１つにチェックを入れてください。
• 主なテーマに加え、副次的なテーマは複数チェックが可
能です。忘れずにチェックを入れてください。

• 記載不要です

• 事業名は原則として、採択後に本事業HPやプレスリ
リースに記載する内容となります。

• それを踏まえ、端的に分かりやすい内容としてください。

７

• 代表団体は法人格を有する団体等としています。詳しく
は公募要領をご確認ください。
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２．提案書作成
（2）補助事業の詳細

• データ等を引用する場合は、出典を明記して下さい

• 公募要領の「Ⅰ.事業概要 1.背景・目的」を踏まえ、本
事業での実施内容が働く女性のウェルビーイング向上
の実現、女性のライフイベントとキャリアの両立等にど
のように貢献し得るのかについても必ず記載して下さい。

２－２．実行性 

２－２－１．課題設定 

事
業
設
計
の
背
景 

※3
0
0

字
程
度 

※本事業を通じて、解決を目指す課題を設定し、その課題を設定した背景について簡潔に記載

して下さい。 

※データ等を引用する場合は、出典を明記して下さい(以降の設問でも同様)。引用出典に関す

る文字数は、字数制限にカウント不要です。 

事
業
目
的 

※5
0
0

字
程
度 

※本事業の実施により、どのような個人・組織・社会等の変容を目指すのか、実証の目的につ

いて簡潔に記載して下さい。 

※その際、公募要領の「Ⅰ．事業概要 1．背景・目的」を踏まえ、本事業での実施内容が働く

女性のウェルビーイング向上の実現、女性のライフイベントとキャリアの両立等にどのよう

に貢献し得るのかについても必ず記載して下さい。 
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 事業目標は下記3段階にわけて記載してください

①事業終了後、最終的に目指す目標

実証終了後の長期アウトカムに該当するもの

時点は各自設定ください

②事業終了後の中期目標

実証終了後の中期アウトカムに該当するもの

令和７～９年度時点

③事業終了時の目標

実証終了時点のアウトプット～初期アウトカムに該当するもの

令和７年度末時点

※ロジックモデルのイメージ

インプット アウトプット
短期

アウトカム
中期

アウトカム
長期

アウトカム

ユーザー登録
〇〇人

売上収益
〇〇円

収益モデル
・
・
・

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

事業終了時の
目標
XXX

事業終了後の
中期目標

XXX

事業終了後
最終的に目指

す目標
XXX

• 「インプット」は基本的に本実証で実施する内容を想定
• 「アウトプット」は基本的に本実証を通じて獲得する成果等を想定

補足

２－１－２．事業設計、２－１－３．実施内容 

実証目標 

※ 500 字

程度（ロ

ジックモ

デルの図

表内文字

数 を 除

く） 

※本事業で設定した課題の解決や実証の目的の達成に向け、どのような目標を設定するの

か、定性的、定量的に記載して下さい。  

※事業目標は、下記３段階に分けて記載してください。本記載を公募要領の審査基準で設定

している「ロジックモデル」とみなします。適宜ロジックモデルの図等を用いてご説明下

さい。 

①事業終了後、最終的に目指す目標(※実証終了後の長期アウトカムに該当するもの。時

点は各自設定下さい) 

②事業終了後の中期目標(※実証終了後の中期アウトカムに該当するもの、令和７～８年

度時点) 

③事業終了時の目標(※実証終了時点のアウトプット～初期アウトカムに該当するもの、

令和７年度末時点)  

※その際、公募要領の「２．本事業の内容 (３)成果測定の実施①」に示された WHO-HPQのス

コアを短期→中期→最終でどのように増加させていくことを目指すかについても、併せて

明記して下さい。(例：スコアが増加したユーザーユーザーの割合○％、サービス利用前後

でのスコア増加率○％、など) 

 

 

２－２－２．事業設計
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 実施事項は、２-５. 実施スケジュールと整合させてくだ
さい。

• 必要に応じて記入枠の大きさの調整や行の追加を行っ
てください。

実
施
内
容
概
要
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 実証目標の「③事業終了時の目標」を達成するための
KPIを設定してください。KPIを達成した結果が事業終
了時の目標になるよう、一貫性のある内容を記載くださ
い。

• 実施概要に記載の実施事項（小項目）ごとに設定し
てください。

• 表の行数は小項目の設定数に応じて増減させてくださ
い。

• KPIの数値は、目標達成に向け過大・過少で無いよう、
事業内容に応じて適切に設定してください。

• KPIと各目標の関係性イメージは下記図の通りで、KPI
は本実証事業終了時に達成する目標を測る指標といっ
た位置づけとなります。

事業内 事業外（終了後）

KPI
事業終了時の目

標
事業終了後の
中期目標

事業終了後、最
終的に目指す目

標

事業実施中の進捗把
握等に活用する数値

KPI達成により目指す
アウトカム
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 対象者の年齢層や属性など、実証の目的に照らして
「誰に」「どれくらいの人数」で実証するかといった実証事
業の設計について、専門的知見等を得たかご回答くださ
い。

• 得ている場合は、下記のような内容を記載し、説明して
ください。

1.学術的な裏付けの種類

➢ 論文、先行調査等の具体名、リンク等

➢ 学術的な裏付けによって得た、科学的・実務的な
裏付けのある設計であることの具体的な説明

2.アカデミアの関与、専門家の助言

➢ 関与・助言者の所属、氏名

➢ 関与・助言を得る対象としての適格性

➢ 関与・助言によって得た、科学的・実務的な裏付
けのある設計であることの具体的な説明

専
門
的
知
見
等
（300

文
字
程
度
） 

※実証の内容（技術や介入方法）の設定にあたり、専門的知見等（学術的な裏付け、アカデミ

アの関与、専門家の助言等）を得ているかを記載してください。 

得ている場合は、対象者の設計（実証者数・属性）の設計にあたり、専門的知見等（学術的

な裏付け、アカデミアの関与、専門家の助言等）を得ているか、具体的な内容を記載してく

ださい。 
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 成果指標は以下３つで構成されます。提案時点では以
下の内①、③のみの記載で構いませんが、②も組み込
んで実施いただく前提で設計をしてください。

• 具体的な成果指標の注意事項は公募要領をご確認く
ださい。

※①と②の指標は介入前後で対象者へのアンケート
（20~25問程度）が必須です。

① WHO Health and Work Performance Questionnaireの設問B9-11

② 働く女性がフェムテック等サポートサービスを利用して、キャリアに対する意識・行動
変容や働き甲斐、企業への愛着・ロイヤリティ等の変化を測定する指標

③ 各社の独自指標

• 成果指標の設定を行うにあたり、「学術的な裏付け」と
して参考にした、論文のタイトル、筆者名等、裏付け根
拠等を記載ください。

• 「アカデミア・専門家」の項目では、助言を得た者の氏
名・所属・役職、助言内容と裏付け根拠等を記載してく
ださい。

• 「考え方」の項目は助言の有無にかかわらず必ず記載が
必要です。具体的に裏付け・助言等を踏まえどのような
妥当性・狙いをもって設定したかを記載してください。

２－２－３．成果指標
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 実施体制図は左記を参照して図で説明してください。コ
ンソーシアムの詳細については公募要項をご確認ください

• 代表団体、参加団体、協力団体等の定義は14スライ
ドをご参照ください。

※参加団体に関する留意事項：公募要項より

• 実証フィールドを提供する参加団体がいる場合は、団体名の後に（実証
先）と明記してください。

• その他に応募段階で参加が決定していない参加団体がいる場合は、どの
ような団体を検討しているか及び当該団体との交渉状況について、提案
書に記載ください。また、実証期間中に参加団体を追加する場合には、事
前に事務局にご報告・ご相談の上、新規参加団体と協定書を締結し、事
務局に提出いただきます。必要に応じて事業内容変更申請書を提出し、
事務局からの承認取得を求める場合があります。

※協力団体に関する留意事項：公募要項より

• 代表団体は、本事業への取組について、協力団体に対し事前説明を実
施し、本事業に対する理解・協力等の意思表示を得ることを推奨します。
特に実証フィールドを提供する協力団体からは必ず、応募時点で協力の
意思表示を得て、申請書には団体名の後に（実証先）と明記してくださ
い。

• その他に応募段階で協力が決定していない協力団体がいる場合は、どの
ような団体を検討しているか、また当該団体との交渉状況について提案書
に記載ください。また実証期間中に協力団体を追加する場合には、事前
に事務局に届け出ていただきます。

２－２－４．実施体制
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 分類は以下の５つから選択して記載してください。
• 定義の概略は以下の通りです。具体的な内容は公募要領をご確認く
ださい。

① 代表団体
事業全体の主体であり、運営管理、調整、資金管理等を行う。 補助金を受け取ることが可能。代表
団体を担う団体よりプロジェクトリーダー、副リーダー、事務管理責任者を配置し、必要に応じてコンソーシ
アム協定書を締結する。

② 参加団体
代表団体と協働し、事業の企画・運営・その他事業の根幹に関わる業務を行い、補助金を受け取るこ
とが可能。補助金を活用する実証フィールド団体を位置付けることが可能。コンソーシアム協定書を代表
団体と締結し、事務局に提出が必要。

③ 協力団体
実証フィールドの提供やアドバイスで事業を支援するが、企画・運営・その他事業の根幹に関わる業務は
行わない。補助金を活用しない実証フィールド団体を位置付けることが可能。補助金を直接受け取れな
いが、協力の謝礼を受け取ることは可能。

④ 業務委託・外注先
代表団体または参加団体が直接実施できない技術的業務や効率的・安価な作業を請け負う。企画・
運営・その他事業の根幹に関わる業務は実施せず、外部から業務補助を行う。大企業が含まれる場合、
技術的業務のみ実施予定である旨を提案書に明記が必要。
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 「事業従事者のプロフィール」には、本事業での担当
範囲も記載してください。内容は必ず実態に即したも
のとしてください。

※採択以降、基本的には「総括事業代表者」の方を中心に
事務局とやりとりを行います。ただし、「事務管理責任者」につ
きましても、経費処理等のご対応いただくにあたり事務局から
ご連絡を差し上げる場合がございますことを予めご認識ください。
（11-12月頃に中間検査、2月下旬～3月中旬に確定検
査を経て補助金支払いとなります）



© 2025 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc.

２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 本事業は2月に最終報告会を予定しております。介入後
に事後アンケートの回収を必須としていることから、基本
的には1月中旬ごろまでに介入を終了し、2月はデータ
の分析や報告書作成が中心となります。また、２月末ご
ろに開催予定の最終報告会には、原則、分析結果も含
めてとりまとめの上、発表をいただきます。上記を踏まえて、
実施スケジュールを適切に作成してください。

• 令和３年度～令和６年度フェムテック等サポートサービス
実証事業補助金の事業実績は、加点対象とはなりませ
んが、コンソーシアムに過去採択事業団体が含まれている
場合は、参考情報として、団体名と採択年度を記載して
ください。

２－２－５．スケジュール
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 働く女性の就労継続や仕事・家庭・育児等の両立にど
う資するのか、という観点で期待される効果を端的に記
載してください。

本実証事業の実施により期待される効果を記載いただきま
す。この場合の「期待される効果」とは、実証期間内に限ら
ず長期的な効果も含みます。効果の大小は問いませんが、
サービス・製品が直接効果に寄与しているとことがわかるよ
う記載してください。

２－２－６．期待される効果

• 本実証事業において活用する、応募者・コンソーシアム
体制が有する技術的な要素や専門的知見の活用内容
を記載してください。
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２－２．安全性 

２－２－１．情報取扱 

情報取り扱い方法 

（300字程度） 

※本事業で得た成果や個人情報等を守るために、安全管理の体制をどのよう

に整えるか記載して下さい。 

事業協力者に不利益が生

じないような配慮方法・

内容（300字程度） 

 

２－２－２．サービスの質 

提供製品・サービスの開

発・提供段階で医療関係

者等の監修を受けている

か 

 （はい・いいえ） 

医療関係者等の監修状況 

（300字程度） 

上記で（はい）の場合➡ 

誰が、どのように監修を実施したか、その結果どのように安全性が担保され

ているのか詳細を記載して下さい。 

 

上記で（いいえ）の場合➡ 

その理由と、製品・サービスの安全性を担保する方策について記載して下さ

い。 

２－２－３．相談・リスク対応体制 

相談体制（300字程度） 
※ユーザーからの問い合わせや相談を受ける体制をどのように整えるか、記

載して下さい。 

緊急事態が生じた際の体

制（300字程度） 

※緊急事態が生じた際の対応、体制や、その他、フェムテック等サポートサー

ビスを提供する中で考えられるリスクがある場合、考えられるリスクと安

全性を担保する対応策について記載して下さい。 

①食品等体内に取り込む

製品を活用するか  

②侵襲性が高い製品を活

用するか （はい・いい

え） 

①（はい・いいえ） 

②（はい・いいえ） 

※①、②いずれか、いずれもに該当する場合は安全性が確保できていることを

説明してください。説明の際、サイト情報等（ウェブリンク可）の活用も可

とします。（200字程度） 

※②に該当する場合は安全性の根拠資料を別途提出してください。 

 

２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• 本事業実施にあたっての具体的に安全管理体制について説明し
てください。

※実証時の取り扱いに加え、成果指標（アンケート回答）は事務局への提出が必須と
なり、その際の情報取り扱い方法も配慮が必要となります。提出時には必ず個人情報が
特定できない形への加工が必要です。介入対象者に適切な説明ができること、収集した
個人情報を正しく取り扱える体制が必須です。（成果指標の個人情報部分の加工等の
詳細は採択後にご説明予定です。）

■提供製品・サービスの開発・提供段階で医療関係者等の監修を
受けている場合
• 監修者の詳細：監修を実施した医療関係者の氏名、所属、専門分野、および資格について
記載してください。

• 監修の方法：監修がどのように実施されたのか具体的に記載してください。例として、定期的
な会議、レビュー会、自社内でのデモンストレーションなど。

• 監修の結果と安全性の担保：監修の結果、製品・サービスのどの部分にどのような変更や改
善が行われたのか、具体的な事例を交えて記載してください。また、その結果としてどのように安
全性が高まったのかを記載してください。たとえば、特定の機能の追加や変更、リスク評価結果、
臨床試験結果など。

■提供製品・サービスの開発・提供段階で医療関係者等の監修を
受けていない場合
• 監修を受けなかった理由：監修を受けなかった具体的な理由を記載してください。例えば、初
期段階で医療関係者のリソースが限られていた、社内で十分な専門知識を有しているなどの
理由など。

• 安全性を担保する方策：製品・サービスの安全性をどのように確保しているかを詳細に記載し
てください。具体的には、自社内での品質管理プロセス、第三者機関による評価や認証、ユー
ザーフィードバックの収集と反映など。

• ②に該当する場合は、根拠資料を別添として提出してください。
例）薬機法に基づく認可・承認・届出に関する資料、第三者機関による試験成績・評価報告書 等

２－３．安全性

３

３

３
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２．提案書作成
(2)補助事業の詳細

• チェックボックスはクリックすると☒になります。OS等の問題
でチェックボックスが機能しない場合は、☒や 等の記号を
手入力してください。

※チェックを入れた方は別途証明する書類をご提出くださ
い。
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